
2021年4月1日

岐阜労働局 恵那労働基準監督署

ぎふの新しい働き方セミナー



１ 時間外労働の上限規制（労働基準法）

① 使用者は、労働者に休憩時間を除き1週間につ
いて40時間を超えて、労働させてはならない。

② 使用者は、1週間の各日については、労働者に
、休憩時間を除き1日について8時間を超えて、
労働させてはならない。

＊ 特例措置：商業、映画･演劇業、保健衛生業、
接客娯楽業のうち10人未満の労働者を使用する
ものは週44時間とされる。

法定労働時間は

1日8時間

 法定労働時間

労働基準法第32条（労働時間）

※時間外労働・休日労働は会社

の手続（労使協定）でも可能。
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1週間に40時間

1日について8時間



１ 時間外労働の上限規制（労働基準法）

3

2020年４月１日から中小企業においても
時間外労働の上限規制が適用されています



１ 時間外労働の上限規制（労働基準法）
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時間外・休日労働時間管理 ５つのチェックポイント

９月８月７月６月５月４月

803535456080時間外
労働

101520休日
労働

803545608080合計
時間

57.5２か月平均

53.3３か月平均

55.0４か月平均

60.0５か月平均

63.3６か月
平均

「どの２～６か月の平均も１か月８０
時間を超えない」ことが必要です



２ 3 6協定記載例（様式第９号）
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２ 3 6協定記載例（様式第９号の２）
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３ 変形労働時間制について
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弾力的な労働時間制度の運用

1か月単位の変形労働時間制
• 1か月以下の期間を平均して1週40時間以下とする

•就業規則への記載 又は 労使協定

1年単位の変形労働時間制
• 1か月超～1年の期間を平均して1週40時間以下とする

•労使協定＆監督署への届け出が必要

フレックスタイム制

•労働時間管理を労働者に委ねる。

•就業規則で実施を規定 → 労使協定で具体的に労働者の範囲、清算期間、
コアタイム等を定める

•最大3か月での清算が可能

繁忙期、閑散期がある
時間外労働の縮減を図る
休日を増加させる

1日8時間

1週40時間



３ 変形労働時間制について
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1か月単位の変形労働時間制

 １か月以内の一定期間を平均し、１週間当た
りの労働時間が法定労働時間を超えない範
囲内において、特定の日又は週に法定労働
時間を超えて労働させることができる制度
です。 

 １か月単位の変形労働時間制を採用するため
には、労使協定又は就業規則その他これに
準ずるものにおいて以下の事項を定めるこ
とが必要です。

１）変形期間を1か月以内とし、
２）変形期間における法定労働時間の総枠の範囲内で、
３）各日、各週の労働時間を特定する。
   （例）週の法定労働時間が40時間の場合

法定労働時間の総枠 変形期間の暦日数 
１７７．１時間 ３１日 
１７１．４時間 ３０日 

一時的・部分的に、
1日8時間
1週40時間

の上限を超えることができる。

※特定した労働日・労働時間は変更
されない。



３ 変形労働時間制について
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1年単位の変形労働時間制

１か月を越え１年以内の一定の期間を平均し、１
週間当たりの労働時間が４０時間以下の範囲
内において、特定の日又は週に１日８時間又
は１週４０時間を超え、一定の限度で労働さ
せることができる制度です。 

１年単位の変形労働時間制を採用するためには、
労使協定において以下の事項を定めることが
必要です。 
対象期間を１か月を超え１年以内とし、1)
対象期間を平均し、１週間当たりの労働時間が４０時間を超えない範囲内で、2)
１日１０時間、１週５２時間以内（対象期間が３か月を超える場合、１週４８
時間を超える週の数について制限あり）、連続して労働させる日数の限度が６
日（特定期間については１週に１日の休日が確保できる日数）

3)

対象期間における労働日及び当該労働日ごとの労働時間を特定するとともに、4)
労使協定の有効期間を定める5)

（例：変形労働期間1年の場合） 
法定労働時間の

総枠暦日数

2091.4時間３６６日
2085.7時間３６５日



３ 変形労働時間制について
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例︓1か月単位の変形労働時間制

月30日の上限︓171.4時間



４ 3 6協定等の各種労使協定の労働者代表の適格性について
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36協定等の労使協定は、労働者代
表を適切に選ばないと、労使協定
そのものが無効になります。

例︓1日8時間を超えた時点で
法令違反

監督又は管理の地位にある者（管理監督者）ではないこと。

使用者の意向に基づき選出された者ではないこと。

• ※協定の代表者を選出することを明らかにすること。

• 投票・挙手等の民主的な方法で選出すること。



５ 労働時間削減等の具体的取組事例
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働き方改革特設サイトを活用してください。

カテゴリー

業種

地域

従業員数

で検索



６ 働き方改革推進支援助成金・業務改善助成金等の各種支援策

働き方改革推進助成金

• 時間外労働の上限規制に対応するため、生産性を高めながら労働時間の
短縮等に取り組む中小企業・小規模事業者を支援します。

業務改善助成金

• 事業場内の最低賃金を引き上げるとともに、生産性向上に資する設備・
機器の導入等を行った中小企業・小規模事業者を支援します。

人材確保等支援助成金

• 人材の確保・定着を目的として、魅力ある職場づくりのために労働環境
向上等を図る企業を支援します。

人材開発支援助成金

• 雇用する労働者を対象に、職務に関連した専門的な知識や技能を習得さ
せるための訓練等を計画に沿って実施する事業主を支援します。



７ 働き方改革推進支援助成金・業務改善助成金等の各種支援策
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岐阜労働局では、

雇用環境・均等室

• 058-245-1550

助成金センター

• 058-263-5650
にもお問い合わせください。



８ 働き方改革推進支援センターを活用してください
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ぎふ働き方改革推進支援センター | 
働き方改革特設サイト | 厚生労働省

ネットからの申し込みも

可能です。



９ スタートアップ労働条件
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事業者のためのお役立ちサイト

36協定届

就業規則

1年単位変形 協定届

電子申請にも対応

ほかにも・・・

就業規則、協定届をブラウザ上で作成可能
→そのまま電子申請手続きへ使用できる



1 0 勤務間インターバル
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勤務間インターバル
1日の勤務終了後、翌日の出社ま

での間に、一定時間以上の休息時
間（インターバル）を設けること

働く人の生活時間や睡眠時間を確保する

※フレックスタイム制なども活用

企業の 努力義務



1 1 副業・兼業における労働時間管理等

それぞれ所定労働時間内の場合

２社以上で労働している場合でも、労働時間を通算して各社に義務が発生する。
労働時間の順序ではなく、労働契約を先にしているかどうかが重要

網掛けが時間外労働

パンフレットで管理モデルも提案



1 1 副業・兼業における労働時間管理等
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所定時間外労働がある場合

労働者自身で、 A社とB社相互に副業であること、自身の所定労働時間・実績を共有できるよ
う指示しておく。



1 1 副業・兼業における労働時間管理等
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A社、B社ともに時間外労働がある場合

所定時間外労働については、実施した順で通算する。



1 2 過労死等の防止のための対策に関する大綱（令和６年）
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労働時間、勤務間インターバル制度の周知や導入、年次有給休暇に関する数値目標について、令和10年を期限に、数
値目標として引き続き設定されている 。（令和６年８月２日閣議決定）

依然として、我が国において
過労死等が多発＝大きな社会問題

本人、その遺族又は家族にとって計り知れない苦痛

社会にとっても大きな損失

過労死等がなく、仕事と生活を
調和させる

健康で充実して働き続けること
のできる社会の実現

過労死等の防止のための対策を推進

過労死等の防止のための
対策に関する大綱

目的︓

過労死等は、
本来あってはならない

大綱の報道発表のホームページ

過労死等防止対策推進法（平成26年法律第100号）に基づき策定



1 2 過労死等の防止のための対策に関する大綱（令和６年）
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現状、数値目標など

目標値
（２０２８年まで）現状前回大綱時の目標数値目標

５％以下８．０％
（2024年）

－
（「週労働時間６０時間以上の
雇用者の割合」が５％以下）

週労働時間４０時間以上の雇用者のうち
週労働時間６０時間以上の雇用者の割合

５％未満１４．７％
（2024年）５％未満勤務間インターバル制度を知らなかった企業割

合

１５％以上５．７％
（2024年）１５％以上勤務間インターバル制度の導入企業割合

７０％以上６５．３％
（2023年）７０％以上年次有給休暇取得率

８０％以上
（2027年まで）

６３．４％
（2022年）８０％以上メンタルヘルス対策に取り組む事業場の割合

５０％以上
（2027年まで）

３２．３％
（2022年）

労働者数５０人未満の小規模事業場におけるス
トレスチェック実施の割合

５０％未満
（2027年まで）

８２．２％
（2022年）

自分の仕事や職業生活に関することで強い不安、
悩み又はストレスがあるとする労働者の割合



1 2 過労死等の防止のための対策に関する大綱（令和６年）
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国、地方公共団体、事業主等、労働組合等、民間団体、国民が相互に連携

事業主等の取組事項
事業者は、職場における労働者の安全と健康を確保するようにしなければならない

経営幹部等の取組

•過労死等は発生させないという決意を持って関与

•先頭に立って、労働者の生命を守り、健康を害するような働き過ぎを防ぐための対
策を実施

産業保健スタッフ等の活用

•労働者が産業保健スタッフ等に相談できるようにする

•相談や職場環境の改善の助言等、適切な役割を果たすよう事業主が環境整備を図る

•産業保健総合支援センターを活用して体制の整備



追加資料
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追１ 労働条件通知書について
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労働条件は書面で交付する

求人票とは別に
１ 労働契約の期間に関する事項
１の２ 有期労働契約を更新する場合の基準に関する事項
（通算契約期間又は有期労働契約の更新回数に上限の定
めがある場合には当該上限を含む。）
１の３ 就業の場所及び従事すべき業務に関する事項（就
業の場所及び従事すべき業務の変更の範囲を含む。）
２ 始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有
無、休憩時間、休日、休暇並びに労働者を二組以上に分
けて就業させる場合における就業時転換に関する事項
３ 賃金（退職手当及び第五号に規定する賃金を除く。以
下この号において同じ。）の決定、計算及び支払の方法、
賃金の締切り及び支払の時期並びに昇給に関する事項
４ 正社員との間の待遇の相違等について説明を求めるこ
とができる旨の明示（パート労働者に対してのみ）

︓
︓
※令和６年4月から項目が追加されました（赤字部分）
※令和８年10月から追加予定の項目（青字部分）



追２ 労働時間の把握

◆ 使用者の指揮命令下に置かれている時間
のことであり、使用者の明示または黙示
の指示により労働者が業務に従事する時
間は労働時間に当たる

◆ 業務の準備・後始末の時間、研修・教育
訓練を受ける時間や、待機の時間も、使
用者の明示または黙示の指示がある場合
には、労働時間に該当する

労働時間とは

26

◆ 使用者が自ら確認するか、タイムカード
等客観的な記録を基礎として確認する

◆ やむを得ず自己申告によって労働時間を
把握する場合には、労働時間適正把握ガ
イドラインに基づく措置を講じる必要が
ある

労働時間適正把握
→始業・終業・労働時間数を把握



追３ 2 0 2 3年法改正のポイント①
月6 0時間超の時間外労働の割増賃金率の引き上げ
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・時間外労働の削減に取り組みましょう
・就業規則や労働条件通知書（特に固定残業代制）の変更が必要になります

2023年４月１日から中小企業においても
月60時間を超える時間外労働の割増賃金率が50％に引き上げられています

１か月の時間外労働
１日８時間・１週40時間
を超える労働時間

60時間超60時間以下

50%25%大企業

25%25%中小企業

１か月の時間外労働
１日８時間・１週40時間
を超える労働時間

60時間超60時間以下

50%25%大企業

50%25%中小企業

（改正前） （改正後）2023年4月1日以降

※ 2023年4月1日から労働させた時間について、割増賃金の引き上げの対象になります。



追３ 2 0 2 3年法改正のポイント①
月6 0時間超の時間外労働の割増賃金率の引き上げ
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（労働安全衛生総合研究所 高橋正也 氏）

人間の作業能力は起床から14.5時間が経過すると酒気帯び運転と同じレベルまで低下します

長時間労働は、
・作業効率が下がった人に
・高い割増賃金を支払う

ことになります。

２７日の法定時間外労働３時
間目から月６０時間超えとな
るため、１３時間分について
割増賃金率が５０％となる

（例）平日に毎日３時間、土曜日（１１日）に４時間の法定時間外労働を実施、法定休日は日曜日



追３ 2 0 2 3年法改正のポイント②
未払賃金が請求できる期間の延長
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労働基準法の一部改正
未払賃金が請求できる期間などが延長されます

改正後改正前

５年（当分の間は３年）⇒２年①賃金請求権の消滅時効期間の延長

５年（当分の間は３年）⇒３年②賃金台帳などの記録の保存期間の
延長

５年（当分の間は３年）⇒２年③付加金の請求期間の延長

※ 退職金請求権（現行５年）などの消滅時効期間に変更はありません。

すべての労働者
が対象です



追４ 岐阜県最低賃金について
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岐阜県内の最低賃金額が増額しています

令和８年も最低賃金額が増額する予定です。
今一度、ご確認をお願いします
令和８年も最低賃金額が増額する予定です。
今一度、ご確認をお願いします



追５ ハラスメント対策は事業主の義務です
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職場のハラスメント対策 カスタマーハラスメント対策 就活ハラスメント対策



本日の説明は以上です。
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• その他資料

33



その他１ 2023年法改正のポイント①
月60時間超の時間外労働の割増賃金率の引き上げ

34労使協定で定める事項

①代替休暇の時間数の具体的な算定方法
②代替休暇の単位
③代替休暇を与えることができる期間
④代替休暇の取得日の決定方法
割増賃金の支払日

個々の労働者が代替休暇を取得するかは、労働者の意思により決まります

詳細は
こちら

代替休暇制度の導入にあたっては労使協定の締結が必要です

労使協定で定める４項目



その他１ 2023年法改正のポイント①
月60時間超の時間外労働の割増賃金率の引き上げ
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労使協定項目① 代替休暇の時間数の具体的な算定方法

代替休暇として与える
ことができる時間数 ＝ １か月の時間外

労働時間数 － 60 × 換算率

換算率 ＝
代替休暇を取得しなかった場
合に支払うこととされている
割増賃金率（５０％以上）

代替休暇を取得した安倍に支
払うこととされている割増賃
金率（２５％以上）

－

（例） 代替休暇を取得しなかった場合に支払うこととされている割増賃金率 ５０％
代替休暇を取得した場合に支払うこととされている割増賃金率 ２５％
１か月の時間外労働時間数８０時間

換算率 ５０％－２５％＝２５％
代替休暇の時間数 （８０時間－６０時間）×２５％＝ ５時間



その他１ 2023年法改正のポイント①
月60時間超の時間外労働の割増賃金率の引き上げ

36

労使協定項目② 代替休暇の単位

「１日、半日、１日または半日」で付与する

代替休暇に年次有給休暇を合わせて取得する場合は
年次有給休暇の請求を行うか否か労働者に確認しましょう

（例）１日の所定労働時間が８時間で、代替休暇が１０時間あるケース



その他１ 2023年法改正のポイント①
月60時間超の時間外労働の割増賃金率の引き上げ
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労使協定項目③ 代替休暇を与えることができる期間

時間外労働が１か月６０時間を超えた当該１か月の末日の翌日
から２か月以内の期間で付与する

（例）４月に６時間分、５月に２時間分の代替休暇
が発生し、付与期間を２か月とするケース

代替休暇の付与期間が１か月を超える場合は、
１か月目と２か月目の代替休暇を合わせて取得することも可能です
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労使協定項目④ 代替休暇の取得日の決定方法・割増賃金の支払日

・取得日の決定方法（例︓労働者に取得するか否かを確認し、取得の意向が
あれば取得日を決定するなど）を定める

・１か月６０時間超えの時間外労働割増賃金の支払日を定める

代替休暇の取得意向があった労働者が代替休暇を取得できなかったとき
は、代替休暇を取得できないことが確定した賃金計算期間の賃金支払日に
１か月６０時間超えの時間外割増賃金を支払いましょう

（例）賃金締め 末日
支払日 翌月２０日
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・雇用契約書︓月額562,500円（残業手当含む）
・採用条件確認書︓月額給与461,500円

業務手当101,000円（みなし時間外手当、時間外手当がみなし残業代を超えた
場合はこの限りではない）

・給与明細︓時間外労働時間や時給単価の欄はほぼ全ての月において空欄であった
・賃金規定︓業務手当は一賃金支払期において時間外労働があったものとみなして、時間外手当の

代わりとして支給する
・確認書︓業務手当は固定時間外労働賃金（時間外労働30時間分）として毎月支給する

一賃金計算期間における時間外労働がその時間に満たない場合であっても全額支給する

【 焦点 】「業務手当」が時間外労働の対価として認められるか否か

• 労働者が会社を提訴
• 薬局に勤めていた労働者（薬剤師）が時間外労働に対する割増賃金の支払いを求めた

• 「業務手当」が固定残業代として認められるか否かが争われた

判例︓日本ケミカル事件 最高裁 H30.7.19 判決
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・特定の手当が時間外労働の対価とみなされるか否かは、雇用契約書等の記載内容のほか、当該手当や割
増賃金について、会社が労働者に行った説明の内容、労働者の実態の労働時間等を考慮して判断すべき
である。

・本件においては、雇用契約書、採用条件確認書、賃金規定に業務手当を時間外労働の対価として支払
う旨が記載されていた。

・また、労働者に支払われた業務手当は、平均所定労働時間（1か月157.3時間）を基準にして計算する
と、約28時間分の時間外労働に対する割増賃金に相当するもので、労働者の実際の時間外労働の状況と
大きく乖離するものではない。

・したがって、会社の賃金体系において、業務手当は時間外労働の対価として支払うものと位置づけられ
ていたと認められる。

以上により、労働者に支払われていた業務手当は、時間外労働の対価であるものと認められた

【 ポイント 】 対価性・明確区分性
※参考︓ 東京高裁判決
・業務手当が何時間分の時間外労働に対する割増賃金なのか労働者に伝えていない
・労働者の時間外労働の時間（休憩時間中の労働時間）を把握していない

「実際の時間外労働の時間に基づいて算出した割増賃金の額が、業務手当の額を上回った場合に、その事実を労働者が認識できる仕組み
が備わっていない」ことを理由に、業務手当を支払っていたとしても労働基準法第37条の割増賃金を支払ったことにはならないと判示。

判例の概要
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現金払い

口座振込

デジタル
マネー

賃金の支払い方法の変化労働基準法 第24条（賃金の支払い）

① 通貨で
② 直接
③ 全額を
④ 毎月1回以上
⑤ 一定期日に

使用者は、賃金を

労働者に支払う

賃
金
支
払
い
の
５
原
則

・労働基準法の原則どおり

・キャッシュレス化
・非対面、非接触の推奨

・３億円事件
現金輸送の危険性が課題に

・労働者の同意を得た場合に、労働者が指
定する銀行等の口座への振込みが可能とな
る。（給料日当日の午前10時までの入金を
要する。）

・デジタル払い解禁
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キャッシュレス社会の促進
デジタルマネーによる賃金支払いの解禁

●現金での直接支払いや銀行口座への振り込み等に限られていた賃金支払いについて、労働者
本人の同意を前提に、資金移動業者の口座への支払いも解禁されます

解禁後のキャッシュレス推進への展開イメージ

2023年４月１日施行

労働者、使用者 双方の同意が必要になります

✓毎月1回以上、手数料なく現金化できること
✓１円単位で現金化、資金移動ができること
✓口座残高が10年間有効であること
✓資金移動業者の資金保全手段があること等

＜第二種指定資金移動業者（金融庁が指定︓85件）＞
この中から今後、厚生労働大臣が指定する業者が示されていく

厚生労働省HP

同意書は
こちら
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○ 政府においては、成長と分配の好循環を実現するため、地域経済の雇用を支える中小企
業等が適切に価格転嫁を行い、適正な利益を得られるよう、「パートナーシップによる
価値創造のための転嫁円滑化施策パッケージ」に基づき、環境整備を行っています。

○ 賃上げの流れを継続・拡大していくため、賃上げが高いスキルの人材を惹きつけ、企業
の生産性を向上させ、それが更なる賃上げを生むという「構造的な賃上げ」を実現する
ため、賃金引き上げに踏み出す中小企業への支援の強化などの取組を行っています。

○ 労働基準監督署においても、労働条件向上相談窓口を設置し、各事業場における労働基
準関係法令の遵守や賃金引き上げに向けた労働環境の自主的な改善の促進に向けて、そ
の労働環境の実情に応じたきめ細かな支援等を行っています。

事業主の皆様におかれましても、賃金引き上げに向けた環境整備の取組が進められている
ことや社会的にも賃金引き上げが求められていることをご理解いただき、労使で話し合っ
ていただくなどして、労働者の賃金引き上げについてご検討いただくようお願いします。


